府立高等学校の将来像検討専門部会（第２回）
議事概要　
日　時　　平成24年12月５日（水）午前９時30分～11時30分
場　所　　大阪府庁別館６階　共用会議室１
出席者　　（敬称略、50音順）

　　　　　浅野　良一　　（兵庫教育大学大学院　教授）
　　一色 　尚　 　（東大阪大学・東大阪大学短期大学部　学長）

　　栗山　和之　　（大阪府立高等学校長協会 代表（大阪府立大手前高等学校 校長））
　　志水　宏吉　　（大阪大学大学院　教授）
　　永井　忠孝　　（大阪府ＰＴＡ協議会　代表）
　　藤田　城光　　（大阪府立高等学校ＰＴＡ協議会　代表）
　　前田　 勉 　  （大阪府公立中学校長会 代表（高槻市立城南中学校 校長））
内　容
＜府立高等学校の将来像検討報告書（骨子案）（資料１）、「ものづくり教育コンソーシアム大阪」及
び「大阪における農業教育のあり方懇話会」による提言（概要）（資料３）について、事務局より
説明＞
＜意見交換＞
◇部会長　はじめに事務局に一点確認だが、広域自治体への一元化（府市統合）が行われた場合、この議論は大阪の公立高校全体のものとして継承されていくのか。あるいは、府市統合が行われた時点で再度検討することになるのか。
○事務局　府市統合については、平成27年度に予定される広域自治体への移行に向けて作業を進めているところであるが、この間の議論における考え方は、府市が統合されても引き継がれるものと考えている。
●委　員　府立高校が果たすべき役割や強みなど、理念の部分はよくまとまっていると思う。
理念実現に向けての３つの視点「卓越性」「公平性」「多様性」については、現在の社会情勢からすると、どうしても「卓越性」に偏りがちになるため、「公平性」「多様性」と同じ重みを持つように留意することが必要。
「公平性」や「多様性」は、大阪の教育が誇れる部分であり、特に「多様性」については、これまで府立高校において、様々な施策が実施されてきたところである。一方で、「公平性」については、義務教育を中心に推進してきたが、高校においては、関東圏での実践と比べ、十分でない部分があるように思われる。セーフティネットの整備やセカンドチャンスの提供等も含め、今後における施策の充実をしっかりと打ち出していくべき。
●委　員　府立高校が果たすべき役割についてはよくまとまっており、特に資料１の３ページに記載された(1)～(3)の３つの人づくりに関する考え方については、すべてが大切だと思う。
他方、義務教育の立場から、教育は、「文化・芸術・学術の継承」と、「社会に健全な人材を輩出していくこと」だと考えている。先の３つの人づくりの中に、この「文化・芸術・学術の継承」の視点があれば、いっそう良いものになるのではないか。
　　　また、「施策の方向性」に関しては、「学校のミッションを再定義する」という観点は重要。先般、生徒の学び直しの支援等について、ある府立高校の取組みを紹介した新聞記事が出ていたが、学校が自校のミッションを明確にして、具体的な目標を掲げているのが印象的であった。
　この「ミッションの明確化」とともに重要なのは、「生徒・保護者にとってわかりやすい高校教育」という観点である。その実現に向けた具体的な施策として、適正な学級規模、多様なニーズに応える学習メニュー、卓越性の確保、専門学科での専門性の深化と大学への接続などがあげられているが、すべてが重要である。また、セーフティネットの整備に関しては、一定のハードルを生徒にクリアさせる制度としたうえ、達成感や自己肯定感を持たせる工夫が必要である。
　　　一方で、府立高校の校長と話をする中では、教育において最も大切なのは、いろいろな制度より「人材（＝教職員）」であるという意見が多数ある。校長と同じベクトルを持ち、教科の専門性、集団の中での公平性、大人としての安定性を備えた人材の育成が重要である。
●委　員　工科高校では、「深化」と「接続」のコースが設けられているが、「接続」コースを選ぶ生徒は少ないように聞いている。
大学への進学については、推薦入学の枠が増加している一方、大学進学後、英語や数学の授業についていけず、中退する学生が多いという実態がある。工科高校においては、英語の授業時間が普通科に比べて圧倒的に少なく、教科書の内容も易しいものとなっている。例えば、推薦入学が決まった生徒に対して、入学までの期間、英語や数学の補習をするなどの支援が必要である。
　　　また、工科高校において、様々な資格取得ができることが大きな魅力であるが、家庭の経済状況によっては、資格取得にかかる教材費や検定費用が大きな負担になっている。さらに、生徒を指導する教員についても、企業研修や実習にかかる費用を自己負担しているとも聞くので、生徒や教員に対し、何らかの支援ができる制度が必要。
◇部会長　大学に入学する前に準備教育を高校で実施することは、とても有用なこと。大学でも基礎的な学習は実施している。
●委　員　工科高校では、専門科目の学習に多くの時間が必要であり、英語や数学の授業時間が不足するのは、やむを得ないと思う。大学進学が決まった後に英語や数学の勉強に取り組むといっても限界があるので、大学への進学を志す生徒は早い時期から自分で学ぶという姿勢を持つべきではないか。また、大学への接続を強化する学校と、資格取得や就職を希望する生徒を受け入れる学校は、それぞれがニーズに応じた学習を充実していくなど、その機能を特化・分担していくべきだと思う。
「つながりをはぐくむ教育」という点については、小学校等との連携の中で、高校生に自分が「社会に貢献していく立場」となっていることを自覚させる取組みが重要。誰かに与える側になったと自覚させることが主体的な活動につながり、大きな成長が期待できる。
「学習環境の整備」については、ＩＣＴ機器よりも、校舎の老朽化対策などの施設・設備の充実を優先すべき。
●委　員　「卓越性」「公平性」「多様性」をバランスよく充実させることが重要。一般的には、「卓越性」の追求に偏りがちな印象があるが、特に、これまで大阪で大切にしてきた「公平性」と「多様性」の実現に、今後もしっかりと取り組んでもらいたい。
　　　また、学習面においては、基礎・基本をしっかりと身につけさせ、生徒に自信を持たせることがキャリア教育の充実にもつながる。
「「セーフティネット」の整備と「セカンドチャンス」の提供」の文中、「一定のルールやハードルを設けること」とあるが、どのような意味か、もう少し説明がほしい。
○事務局　セーフティネットは必要であるが、易きに流れるのではなく、一定のルールのもと、スモールステップを積み重ねさせることにより、生徒に達成感を持たせ、自己肯定感を高めることが重要であるという趣旨。
●委　員　「キャリア教育の推進とチャレンジ精神の育成」について、キャリア教育の推進という面からも、全校で活用できる専門的な知識を持つ外部人材を配置してほしい。
　　　また、キャリア教育の充実には、教職員の資質向上が重要である。人材育成については、重要な視点であり、報告書に盛り込めないか。
○事務局　教職員の資質向上については、大阪府教育振興基本計画の重要な柱として位置付けることとしており、現在、本専門部会の親会議である大阪府教育振興基本計画審議会において、引き続き議論しているところ。
●委　員　「「セーフティネット」の整備と「セカンドチャンス」の提供」については、他の部分と比べて記述量が多く、それだけ本専門部会の各委員の思いが強いということが表れている。ぜひ具体の施策として実現してほしい。
　　　「「ものづくり」をはじめとする職業人の育成」のところで、工科高校における英語の学習指導について、先ほど委員の中でも対立する意見が出されていたが、最終的に報告書をどのように取りまとめるのか難しいところである。つまり、何をポイントにするのか、ということ。
　　　また、多くの委員から、教職員の資質向上についての意見があり、事務局からは親会議で議論しているとの説明があったが、資質向上に関しては、小中学校と高校では、様々な部分で観点が異なるので、本専門部会からの報告書にも盛り込むべきだと思う。例えば、「学習環境の整備」に施設設備など「ハード面」の充実があげられているが、その後段に、「ソフト面」の充実として教職員の資質向上についての新たな項目を起こすことはできないか。
◇部会長　これまで、クリエイティブスクールや通信制の課程については、具体の議論があったと思うが、同じセーフティネットの枠組みに位置づけられる夜間定時制の課程については、ほとんど話題になっていない。また、通信制については、拡充が必要との意見が複数あったが、実情について、十分に理解できていないようにも思われる。夜間定時制や通信制に関して、事務局から何か補足的な説明ができるのであれば、お願いしたい。
○事務局　夜間定時制の課程の状況については、クリエイティブスクールを設置し、昼間の高校の受入れを拡大したことに伴い、平成17年度、それまでの29校から15校に再配置した。府立の夜間定時制の募集規模は、全校トータルで平成24年度は1,440人、平成25年度は、２クラス減じて1,360人としている。現在の前後期制の入学者選抜制度となった平成15年度以降、志願倍率については、公立全体で0.7～0.8倍前後で推移してきたが、平成23年度・24年度は0.6倍となっている。また、小規模化や近隣校との関係といった、いくつかの課題が見られる。
　　　また、通信制の課程に関しては、11月に桃谷高校の通信制において、アンケートを実施。一定期間内にスクーリングで登校した生徒144名に協力いただいた。
いくつか特徴的な内容を紹介すると

　・「入学年度の入試で、他校を受検したか」という問いに対し、約９割の生徒が桃谷の通信制のみを受検と回答。
　・「通信制を選んだ理由」としては、①「自分のペースで勉強できる（約42％）」、②「毎日通学することが苦手（約37％）」、③「高卒資格が必要（約28%）」の順となっており、通信制の就学スタイルを求めて、学校選択をしている生徒が多数であることが分かる。

　・「桃谷高校のどのようなところが好きか」という問いに対しては、①「毎日登校しなくていいところ（約22%）」、②「自由な校風（約18%）」、③「いろいろな年齢の人や経験をした人がいるところ（約16%）」の順で、通信制の特徴を肯定的に捉えている生徒が多数となっている。

　・「登校にかかる時間」については、４割近くの生徒が１時間以上かけて通っていると回答。
11月という時期の実施であり、生徒全員を対象としたアンケートではないため、大まかな傾向を見るというレベルのものにはなるが、通信制に対するニーズや、登校時間の状況からは、配置に関する課題が見えていることから、今後の参考にしてまいりたい。
◇部会長　定時制・通信制の今後の方向性について、事務局では、現時点でどのように考えているか。
○事務局　通信制については、本専門部会での議論も踏まえ、拡充の方向で、検討する必要があると考えている。夜間定時制の課程については、学び直しの役割を担う学校全体の検討の中で、トータルであり方を考えたい。
＜再編整備の進め方資料１、資料２について事務局より説明＞
＜意見交換＞
◇部会長　それでは、府立高校の再編整備を進めるにあたって、どのような点に留意すべきかご意見をお願いしたいと思うが、資料２に関する事務局からの説明においては、グラフに示される生徒数の減少について、学校数に換算する必要はないのか。
○事務局　これまでの本専門部会における議論においては、普通科では６～８学級が適正規模というご意見もいただいており、例えば１校を８学級と仮定して、学級数を単純に割れば学校数が算出できるが、学科等において募集学級数が異なる実態もあるため、本日議論いただく資料としては、生徒数でお示ししたところ。
●委　員　中学校の進路指導の立場からすると、府立高校の再編整備に関しては、生徒の減少だけをとらえて、単純に数の議論をするのではなく、教育内容の充実の観点が必要。また、資料２の受入れ生徒数のシミュレーションについては、今後多くの変動要素があることを踏まえ、上のグラフ、すなわち減少幅が少ないケースを想定した検討が望ましい。
●委　員　資料２は公立中学校の卒業者数だが、府内における私立中学校の生徒数は、どのくらいの規模か。
○事務局　府内の中学校の生徒数については、公立：私立で、およそ９：１となっている。
●委　員　現在の厳しい経済情勢からすると、今後、公立志向が高まり、70%以上の生徒を受け入れる状況になることも考えられるので、学校数の検討は慎重に行う必要がある。
また、何かをやりたいという強い思いを持って入学してくる生徒は、そのような思いを実現していく中で、大きく成長する場合もある。このように生徒の思いが実現できるよう、実業高校をはじめミッションを明確にした学校については、しっかりと受入れ枠を確保してほしい。
◇部会長　私立高校の無償化の見直しの可能性については、どのように考えるべきか。
○事務局　府における私立高校等の授業料無償化施策については、平成23年度からの事業で、５年後である平成28年度に効果検証を行うことになっている。その後の方向性等については、現時点では未定である。
●委　員　府立高校は、教育の普及と就学機会の確保、また、社会において自立していける生徒を育てるという観点で、各校それぞれが、その役割を果たすため、手厚い指導を行っている。いったん学校を閉じてしまうと、改めて新設するのは難しい。再編整備については、慎重かつ柔軟に対応していくことが必要である。
●委　員　先の再編整備計画については、昭和62年から生徒数が半減することを受けて実施されたものであるが、今後10年で想定される減少幅は、それほど大きなものではない。選抜制度の改善や通学区域の撤廃など、この後、多くの変動要素も見込まれるため、学級規模を調整しながら対応してはどうか。
また、平成25年度入学者選抜から、普通科における男女比が撤廃されるが、これについても、生徒受入れに係る変動要素になると思われる。　
●委　員　今後の再編整備について、「慎重かつ柔軟に」という考え方に賛成。
大学においては、全体としての進学率は高まっているが、公私で学生の獲得合戦となっており、学費負担の面から、私立が苦戦を強いられている状況。高校においても、今後における公立高校の受入れ数は、私立の動向に大きく影響されると思われるが、財政状況がひっ迫する中、私立高校等の無償化施策が、今以上に充実の方向に向かうとは考えにくい。
　　　また、学校の規模については、これまでの議論では、普通科においては６～８学級を基本としてきたが、他府県では、単学級も含め、小規模な普通科もあると聞く。今後の生徒減への対応として参考にすべき。
◇部会長　再編整備に関しては、「慎重かつ柔軟に」というキーワードが多く出されたように思う。
＜まとめ＞

◇部会長　本専門部会については、本日が最終回となるので、これまでの議論を踏まえて、追加しておくべきご意見等、一人ずつ発言いただきたい。
●委　員　平成25年度の公立高校入試については、選抜日程が数日繰上げとなり、前期で募集する学校が増えた。中学校では、私立高校不合格者への指導の期間が短くなったことへの不安や、前期選抜を受検する生徒が増加し、不必要な挫折を経験する生徒が増えることを懸念する声がある。また、学習塾の一部には、「力試し」という意味で、前期の受検を勧めるなど、中学校の進路指導にとって、好ましくない傾向が出てきている。
　　　この後、通学区域の撤廃や、調査書の評価方法を絶対評価に変更することが予定されているが、今後における選抜制度の改善については、公平性を担保したうえで、中長期的に安定した制度となるよう、検討していくことが必要。
●委　員　子どもたちを支え、育てるのは現場の教員である。若い教員も増えているが、教員の資質や人間性がいっそう問われる時代となっているため、資質向上へのさらなる取組みが重要である。
●委　員　保護者の中には、子どもを自宅に近い学校に通わせたいという人もいる。こういうことも踏まえてセーフティネットの役割を担う学校の配置を考えるべきである。
また、現実社会で生活していくために、打たれ強さを身に付けていくことも必要であるため、高校入試に関しては、不合格経験、挫折経験を持つことは、子どもたちにとって、一概に悪いこととは言えない。選抜日程については、本当に行きたい学校を最初に受検できるような制度にすべきであり、公立高校が前・後期を一本化することにとどまらず、将来的には私立を含めた同日程での実施についても検討すべきではないか。
●委　員　高校を卒業するか否かは、その子どもの人生を大きく左右するので、セーフティネットや学び直しの制度をいっそう充実させていく必要があり、通信制等を含め、様々な選択肢を用意することが重要。
また、高校の再編整備については、慎重に考えていくべきであり、多くの生徒が高校を卒業して社会に出ていけるように、という観点から、学校数を確保していく必要がある。
●委　員　「施策の方向性」については、これまでの府立高校における取組みを継承していくという観点と、さらに新しいものを加え、積み上げていこうという観点で構成されており、良い形になっていると思う。
選抜制度については、平成25年度から新たな制度がスタートするため、実施後の検証が必要であるが、将来的には、前・後期の一本化も検討すべきだと考える。今後も検証、検討を重ねることで、良い制度を構築していくことが大切である。
●委　員　教育社会学における課題として、世界的に「グローバル化」と「個人化」がキーワードとなっている。「グローバル化」に関しては、外国籍の生徒の増加や、国際機関や国際企業の拡大等を背景として、これまでの国民教育という基盤が揺らぐ中、経済的に恵まれた一部の層が、例えば独自に英語教育を受けて国際社会に出ていくなど、公教育への期待が低くなっていることが指摘されている。また、「個人化」により、共同体や社会の「しばり」が少なくなり、個人が自由になっていくことで、経済的な格差はいっそう広がっていくが、すべては個人の責任に帰される、という風潮が世界的に広まっている。このような状況のもと、公教育の基盤がどんどん崩れ、競争原理や成果主義で学校や病院等の公的機関のパフォーマンスを上げていこうという流れが強まることにより、学校教育の意味や人々の期待が変化しつつある。
このような中、大阪は独自の路線で、卓越性だけでなく公平性と多様性を重視してきた経緯があり、大阪の高校が次のステップをどのように踏み出すかについては、全国的に注目されるところである。是非、志高く施策を進めてほしい。
◇部会長　この骨子案は、高校を取り巻く環境が様々に変動する中で、府立高校の教育をどのように進めていくべきかという戦略への提言である。
これまでから府立学校では、卓越性・公平性・多様性を尊重しながら、しっかりと子どもたちを受け止める「横綱相撲」で施策が進められてきた。今後は、すべての子どもたちを受け止めるとともに、これまでの施策に加え、高いレベルで打って出る、「攻めの横綱相撲」を取ってもらいたいと思う。
今後においては、全国のモデル、特に都市型公立モデルとして、成果の積み上げとその情報発信を行っていただくことを期待する。
○事務局　高校の将来像は教育振興基本計画の核心部分であり、府立高校では、今後も「違いを認め合い、一人ひとりを大切にする」教育を発展させることを大切にしていきたいと考えている。生徒・保護者の期待やニーズに応えて学校がどのように変化していけるのか、教職員が将来に展望を持って働くことができるような方向性を示せるのか、といった２つの視点にしっかりと応えることができる計画にしていきたい。また、再編整備については、様々なご指摘を踏まえ、どこで社会的なコンセンサスが得られるのかということを見極めながら進めていきたい。
